
（基盤技術研究促進勘定）（基盤技術研究促進勘定）（基盤技術研究促進勘定）（基盤技術研究促進勘定）

1. 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価1. 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価1. 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価1. 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価

償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

当期償却額

工具器具備品 997,500 0 0 997,500 897,750 187,033 99,750

計 997,500 0 0 997,500 897,750 187,033 99,750

工具器具備品 997,500 0 0 997,500 897,750 187,033 99,750

計 997,500 0 0 997,500 897,750 187,033 99,750

投資有価証券 6,584,474,174 1,413,551 0 6,585,887,725 - - 6,585,887,725 (注)

破産更生債権等 308,992,939 0 0 308,992,939 - - 308,992,939

計 6,893,467,113 1,413,551 0 6,894,880,664 - - 6,894,880,664

（注）　当期増加額は、償却原価法（定額法）による金利調整差額の償却額であります。

２．有価証券の明細２．有価証券の明細２．有価証券の明細２．有価証券の明細

（１）　投資その他の資産として計上された有価証券

（単位:円）

1,472,550,000 1,500,000,000 1,485,887,725 0

100,000,000 100,000,000 100,000,000 0

5,000,000,000 5,000,000,000 5,000,000,000 0

6,572,550,000 6,600,000,000 6,585,887,725 0

摘　　要
当期費用に含ま
れた評価差額

有形固定資産
(償却費損益内)

有形固定資産
合　　　　計

投資その他の
資　　　　産

満期保有
目的債券

国際金融公社米ドル・円金利差額型変動利付円貨債券第４回

利付国債（２０年）第５０回

関西国際空港株式会社社債第２０回

貸借対照表
計上額合計

貸借対照表
計　上　額

券面総額

6,585,887,725

附    属    明    細    書附    属    明    細    書附    属    明    細    書附    属    明    細    書

当期減少額資産の種類 期首残高 当期増加額 期末残高

取得価額種類及び銘柄

計

摘要
減価償却累計額

差引当期末残高



３．引当金の明細３．引当金の明細３．引当金の明細３．引当金の明細

（単位:円）

目的使用 その他

6,230,573 6,142,429 6,230,573 0 6,142,429

6,230,573 6,142,429 6,230,573 0 6,142,429

４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

308,992,939 0 308,992,939 308,992,939 0 308,992,939 （注）

308,992,939 0 308,992,939 308,992,939 0 308,992,939

（注）　個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．退職給付引当金の明細５．退職給付引当金の明細５．退職給付引当金の明細５．退職給付引当金の明細

（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

107,880 55,714 0 163,594

107,880 55,714 0 163,594

107,880 55,714 0 163,594

摘　　要

摘　　　要

摘　　要

退職一時金に係る債務

計

退職給付引当金

区　　　分

期首残高 当期増加額

退職給付債務合計額

区　　　分

賞与引当金

長期未収入金

計

　破産更生債権等

区　　分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

当期減少額
期末残高



６．資本金及び資本剰余金の明細６．資本金及び資本剰余金の明細６．資本金及び資本剰余金の明細６．資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

63,011,000,000 1,260,000,000 0 64,271,000,000

63,011,000,000 1,260,000,000 0 64,271,000,000

（注）　当期増加額は、基盤技術研究円滑化法第７条第１号に掲げる業務に必要な資金に充てるため、独立行政法人情報通信研究機構法(平成11年法律第１６２号)

第６条第２項の規定に基づき、資本金が増加したものであります。

７．役員及び職員の給与の明細７．役員及び職員の給与の明細７．役員及び職員の給与の明細７．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

(3) - - -

1,343 - 56 -

(11,063) - - -

88,711 - - -

(11,066) - - -

90,054 - 56 -

※　上記支給額については、専任及び共通経費を按分した金額を記載しております。

※　支給人員は、法人単位附属明細書に年間平均支給人員を記載しております。

※　役員における（　）は非常勤役員、職員における（　）は有期雇用職員であり、外数で記載しております。

※　役員に対する報酬等については､独立行政法人情報通信研究機構役員報酬規程及び独立行政法人情報通信研究機構役員退職手当規程により支給し､概要は法人単位附属明細書に記載しております。

※　職員に対する給与等については、独立行政法人情報通信研究機構パーマネント職員給与規程、有期雇用職員（長時間）給与規程、有期雇用職員（短時間）給与規程、独立行政法人情報通信研究

　　機構パーマネント職員退職手当規程により支給し、概要は法人単位附属明細書に記載しております。

摘　　要

（注）

職　員

合　　計

政府出資金

計

区　　　分

資本金

報酬又は給与 退職手当

役　員

区　　分



８．主な資産･負債の内容８．主な資産･負債の内容８．主な資産･負債の内容８．主な資産･負債の内容

（１）　資産の部　　現金及び預金 （２）　負債の部　　　未払金　相手先別内訳

（単位:円） （単位：円）

　

344,396,056

48,885,987

16,069,656

15,020,634

8,387,516

123,221,086

555,980,935

(株)ﾒﾃﾞｨｱｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘﾝｸｽ

ｵﾑﾛﾝ ｿｰｼｱﾙｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株)

その他

金　　額

(株)横須賀ﾃﾚｺﾑﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ

相手先

計

(株)ｷｬﾄﾙｱｲ･ｻｲｴﾝｽ

(株)ｷｬﾅﾘｰﾘｻｰﾁ863,394,058

定期預金

計

14,112,275

種　　別

普通預金

金　　額

849,281,783


